第１号様式（第６条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター　理事長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　申請者所在地　〒
　　　　　　　　　　　　　　　　団　 体 　名
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　担当者職氏名
                                連絡先電話番号　　　　　　　　　　
　  年度 公益財団法人岐阜県産業経済振興センター　岐阜県地域活性化ファンド事業費
助　　成　　金　　交　　付　　申　　請　　書
　下記の事業を実施するにあたり、地域活性化ファンド事業費助成金の交付を受けたいので、公益財団法人岐阜県産業経済振興センター岐阜県地域活性化ファンド事業費助成金交付要領第６条の規定により関係書類を添えて申請します。
記
１　具体的事業名　
２　助成対象の事業区分
３　助成事業実施期間　　平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日
　　
４　助成事業に要する経費及び助成金交付申請額
助成事業に要する経費　　　金　　　　　　　　千円
助成対象経費　　　　　　　金　　　　　　　　千円
助成金交付申請額　　　　　金　　　　　　　　千円
交付申請に必要な書類
　　各１部（原則、Ａ４サイズ）で提出願います。申請書関係については通しのページ番号を記載してください。
１　申請書関係
（１）申請者の概要（第２号様式）

（２）連携体等の構成員一覧表（第２号様式別表）　※連携体、実行委員会のみ必要　　　　　　　
（３）役員等に関する事項（第２号様式別表２）

（４）前年度の助成事業の実績（見込）評価（第２号様式―２）　※継続申請のみ必要　
（５）事業計画書（第２号様式―３）
（６）収支予算書（第２号様式―４）
（７）次年度以降の事業計画（第２号様式―５）
※まちづくり計画策定支援事業においては、上記(1)、（2）、(4)、及び(5)に代えて事業計画　　　書（第２号様式―６）とします。なお、新規、継続分を問わず(6)の作成は不要。
＜事業の種類により、必要な書類＞
○まちづくり計画策定支援事業
・市町村長の確認書（第２号様式―７）
○経営革新事業
・事業計画対比表（第２号様式―８）
・経営革新計画承認通知書の写し、経営革新計画に係る承認申請書の写し
○飛騨美濃じまん育成支援事業
・助成金交付要望に係る市町村意見書（第２号様式―９）
※事業主体に市町村が含まれない場合のみ必要
　○空き店舗等活用事業
・空き店舗の所在する区域が、支援が必要であることを市町村が認める商店街等の区域である旨を記載したもの（第２号様式―１０）
・空き店舗が所在する商店街、商工会、商工会議所または市町村による入居に関する審査書又は意見書等（様式は任意）。
・店舗事務所その他事業活動の施設として使用し得る状態で６ケ月以上事業のように供して　いない物件であることを証する家主の証明（様式は任意）　

○ブランド構築事業
・ブランド確立計画（第２号様式―１１）
○交付決定前に事業の性格上又はやむを得ない理由があり、交付決定前に着手を行う場合
・事前着手理由書（第３号様式）
２　補足資料
（１）登記簿謄本、個人の場合は住民票抄本
（２）直近２期分の決算書、個人の場合は確定申告書の写し
（３）納税証明書（国税、県税、市町村税）　※未納に係る税が無いことを証する書類
国税は所管の税務署で「その３の３」（個人の場合は「その３の２」）、県税は所管の県税事務所で全税目の納税証明書、市町村税は市町村役場で市町村民税及び固定資産税の納税証明書
（４）積算金額の根拠書類（見積書、価格表等）
（５）仕様書（事業の一部を第三者に委託する場合）
（６）その他理事長が必要と認める書類

第２号様式（第６条関係）
申請者の概要
	事業者等の名称
	

	ホームページアドレス
	

	所在地
	

	代表者名
	

	設立（予定）年月日
	　　　　年　　月　　日

	資本金又は出資金
	　　　　　　　　　千円

	一社の大企業又はその役員からの50％以上の出資の有無
	

	従業員数（会員数）
	役員
	従業員（人）
	左記のう
ち正社員

	
	
	事務系
	営業系
	技術系
	合計
	

	
	
	
	
	
	
	

	主たる業種
	

	主な事業内容（主な取扱
製品又はサービス内容）
	

	決算状況（直近２期分）
	区　分
	直前期　　年　　月期
	年　　月期

	
	売 上 高
	千円
	千円

	
	経常利益
	千円　
	千円

	
	当期利益
	千円
	千円

	経営上の強み（技術・経
営ノウハウ等に関する
自己アピール）
	

	経営環境及び現在の課

題
	

	連絡先
担当者役職・氏名
担当者所属部署名
電話番号
ＦＡＸ番号
E-mailアドレス
	


※連携体、実行委員会の場合は、当該組織及び事業実施の中核となる事業者等の概要をそれぞれ作成願います。　　また、第２号様式別表及び当該組織の運営規約を添付してください。
第２号様式別表（第６条関係）
連携体等の構成員一覧表
	事業者等の名称
	
	
	
	

	所在地

（市町村名のみ）
	
	
	
	

	代表者職氏名


	
	
	
	

	設立年月日
	
	
	
	

	資本（出資）金
	千円
	千円
	千円
	千円

	一社の大企業又はその役員からの50％以上の出資の有無
	
	
	
	

	従業員数
	
	
	
	

	主たる業種
	
	
	
	

	主な事業内容（主な

取扱製品又はサービス内容）
	
	
	
	

	決算状況
	
	
	
	

	直
近
	売 上 高

経常利益

当期利益
	千円

千円

千円
	千円

千円

千円
	千円

千円

千円
	千円

千円

千円

	２

年

前　
	売 上 高

経常利益

当期利益
	千円

千円

千円
	千円

千円

千円
	千円

千円

千円
	千円

千円

千円

	経営上の強み（技

術・経営ノウハウ

等に関する自己

アピール）

	
	
	
	

	担当者職氏名

電話番号
	
	
	
	


第２号様式別表２（第６条関係）

役員等に関する事項

申請事業者等の名称　　　　　　　　　　　　　　
	職　　名
	ふりがな

氏　　名
	性別
	生年月日（和暦）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※本調書は以下に該当する方について作成する。

　①法人の場合は、非常勤及びその他これに類する地位にある方並びに経営に実質的に関与している方

　②法人格を有しない団体にあっては、代表者及び経営に実質的に関与している方

　　（連携体等にあっては、各々の事業者における代表者及び経営に実質的に関与している方）

　③個人にあっては、その方及びその方に対し支配関係にある方


　

第２号様式―２（第６条関係）
前年度（　年目）助成事業の実績（見込）評価
	具体的な事業名
	

	実施期間
	　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	実施事業の内容

	（事業計画に記載した事業の内容について、実際にどのような取組みを行ったかを簡潔に記載しください。また、事業計画と違う場合は、相違点とその理由を記載してください。）


	事業成果

	（事業化、売上高、経常利益の見通し、商談件数、地域経済への貢献度や波及効果等を、できる限り具体的に記入してください。）


	事業計画と
実績（見込）の具体的数値目標の比較
	目標数値の項目名
	（事業化の時期、売上高、経常利益、商談件数等）

	
	事業計画での記載
	

	
	実績（見込）
	

	今後の課題

	（今回の事業結果を踏まえて、今後の課題について記載してください。）



（注）継続申請の場合、前年度の事業実績（見込）も審査対象となりますので、十分留意のうえ、作成願います。また、必要に応じて補足資料を添付してください。　　　
第２号様式―３（第６条関係）
事業計画書（　年目）
１　具体的な事業名
　　（事業内容を簡潔に表現する名称としてください。）　
２　助成事業の区分
　　（助成金交付要領の別表の「助成対象事業」欄に記載された事業名を記入してください。）
３　事業実施の目的・必要性
（現状、どのような課題があり、その問題解決のため、今回の事業がいかに必要であるか、最終的にどのようなことを目指すのかを簡潔に記載してください。）　
４　事業の具体的内容
　　（市場調査、商品・技術開発、販路開拓、人材育成など、実施する事項を事項別に記入してください。）　
　　（空き店舗等活用事業については、事業内容のほか、店舗の場所、店舗が所在する施設の所有者、賃借期間、賃借料を記載願います。また、店舗の位置図及び平面図を添付願います。）

５　事業の補足説明
（１）事業の新規性、革新性
　　　（これまでの取り組みとの相違点、新たな視点について、該当があれば記入してください。）　
　　　
（２）助成事業に関する商品・技術・サービスの特徴や優位点（競合する商品等との相違点等）
　　（競合商品等の有無。存在する場合は他社のものと比較して、優位性・新規性・差別化等が図られているかについて記載して下さい。なお、飛騨美濃じまん育成支援事業等の観光振興事業等は可能な範囲で記入願います。）
（３）顧客・販路開拓方法
　　（開発や販路開拓等を行う商品・サービスについて、想定顧客、対象エリア、販売規模・価格、販売方法について、できるだけ具体的に記載して下さい。なお、飛騨美濃じまん育成支援事業等の観光振興事業等は可能な範囲で記入願います。）
６　成果目標
　　（事業の成果目標について、数値等を用いてできるだけ具体的に記載してください。なお、新商品開発事業は事業化の予定時期、販路開拓事業は当該商品等の売上目標（事業前及び事業完了時の属する決算期の当該商品等の売上）を必ず記載してください。）
７　地域活性化への貢献、波及効果
　　（雇用の増加や地域イメージ向上など、地域活性化に及ぼす効果について可能な範囲で記入してください。）
８　事業の実施体制
　　（社内の体制（実施事業ごとの担当部署・役職・氏名）、外部協力者（９の外部への委託は除く）がいる場合は、その事業者名等を記入してください。また、担当者が事業関連の資格・経験を有する場合はそれも記入してください。）
９　外部への委託
　　（委託内容、委託金額、委託理由を記入してください。）
10　他の補助金の交付実績（過去２年以内）及び当該年度の助成金の申請状況（予定を含む）
　　
11　経営革新計画の概要（※経営革新事業のみ記載）
  　（経営革新事業承認計画のテーマ、計画期間を記載してください。）
※提出の際は、各記載項目の注意書き（補足説明文）は削除してください。
12　申請事業スケジュール
	項　目
	
	 
	 
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月
	
	
	
	

	  年　月
	
	
	
	


※主な取り組みのスケジュールを記入すること
第２号様式―４（第６条関係）
収支予算書
収入の部（単位：円）
	区　　分
	金　　額
	調　達　先
	備　　　考

	産経センター助成金
	ａ
	
	

	自己資金
	　　　　　　
	
	

	借 入 金
	
	
	

	そ の 他
	
	
	

	合　　　計
	　　　　　　　　 ｂ
	
	


　
支出の部（単位：円）
	区　　分
	助成事業に
要する経費
	助成対象
経　　費
	助　成　金
申　請　額
	積　算　の　内　訳

	
	　　　　
	
	
	

	合　　計
	Ｂ
	
	Ａ
	


注１　支出の部の区分は、第２号様式―３に記載した事業内容（項目）ごとに記入してください。
２　助成事業に要する経費は消費税及び地方消費税込みの金額、助成対象経費は消費税及び地方消費税抜きの金額を記入してください。
３　積算の内訳が多岐になる場合は、必要に応じて別紙を作成して詳細に記入してください。
　４　収入ａと支出Ａ、収入ｂと支出Ｂは金額が一致すること。
第２号様式―５（第６条関係）
次年度以降の事業計画
（単位：千円）
	区　　分
	事 業 実 施（予　定）内　容
	売上高等の
具体的な
数値目標
	上段：助成事業に要する経費

	
	
	
	下段：助成申請予定額

	助成事業
終 了 後
１ 年 目
（次年度）
平成　年度
	
	
	

	
	
	
	

	２ 年 目
平成　年度
	
	
	

	
	
	
	

	３ 年 目
平成　年度
	
	
	

	
	
	
	

	４ 年 目
平成　年度
	
	
	

	
	
	
	

	５ 年 目
平成　年度
	
	
	

	
	
	
	


注１　今回の助成事業終了後（次年度以降）の５年間の事業内容を記入してください。
２　具体的数値目標には、売上高、経常利益、新たな雇用者数、事業化の時期（新商品開発の場合）、起業化の時期（起業支援事業の場合）等を記入してください。
３　助成事業に要する経費、助成申請予定額は、助成対象事業期間が１年を超える事業の場合（継続申請を予定している場合）、記入してください。
４　まちづくり計画策定支援事業は作成不要です。
第２号様式―６（第６条関係。まちづくり計画策定支援事業用）
事　業　計　画　書
1.　まちづくり活動のテーマ
	


2.  連携して活動する団体
	構成団体の名称及び代表者等
	地域住民
	（名称）
（代表者）

	
	関係団体
	（名称）
（代表者）

	
	市町村
	（市町村名）
（担当部署）

	中心団体
	　地域住民　・　関係団体　・　市町村

	連絡先
	　地域住民　・　関係団体　・　市町村

	
	氏名：　　　　　　　　　　　
電話：　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：　　　　　　　　　　　
e-mail：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


3.　策定しようとするまちづくり計画の名称及び概要
	名称
	

	概要
	


4.　活動スケジュール、活動の内容
（単位：円）
	実施予定時期
	活動の内容
	所要経費の内容

	
	
	


5.　収支予算
収入の部（単位：円）
	区　　分
	金　　額
	調　達　先
	備　　　考

	産経センター助成金
	ａ
	
	

	自己資金
	　　　　　　
	
	

	借 入 金
	
	
	

	そ の 他
	
	
	

	合　　　計
	　　　　　　　　 ｂ
	
	


　
支出の部（単位：円）
	区　　分
	助成事業に
要する経費
	助成対象
経　　費
	助 成 金
申 請 額
	積　算　の　内　訳

	
	　　　　
	
	
	

	合　　計
	Ｂ
	
	Ａ
	


注１　支出の部の区分は、第２号様式―６に記載した活動内容ごとに記入してください。
２　助成事業に要する経費は消費税及び地方消費税込みの金額、助成対象経費は消費税及び地方消費税抜きの金額を記入してください。
３　積算の内訳が多岐になる場合は、必要に応じて別紙を作成して詳細に記入してください。
　４　収入ａと支出のＡ、収入ｂと支出Ｂは、金額が一致すること。
第２号様式―７（第６条関係。まちづくり計画策定支援事業用）
確　認　書
  下記の団体が申請した「公益財団法人岐阜県産業経済振興センター岐阜県地域活性化ファンド事業費助成金交付申請書」は、本市（町村）と連携して行うまちづくり活動に係る申請書であることを確認します。
記
1.　申請団体の名称及び代表者
　名　称　：　　　　　　　　　　　　　　　　　
　代表者　：　　　　　　　　　　　　　　　  　
2.　まちづくり活動のテーマ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3.　収支予算の額
金　額　：　　　　　　　　　　　　　　円　　
　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
　　理事長　様
　　年　　月　　日
市（町村）長　　　　　　　　　　　　印
（担当部署：　　　　　　　　　　　　）
第２号様式―８（第６条関係。経営革新事業用）
事業計画対比表
	    承認経営革新計画の内容
	 実施時期
	   　　助成事業実施計画書の内容

	
	
	


（注）この表は、承認されている経営革新計画と助成事業実施計画との整合性を示すために      必要であるので、「承認経営革新計画の別表２」の項目を基に、具体的に対比して作成すること。
第２号様式―９（第６条関係。飛騨美濃じまん育成支援事業用）
助成金交付要望に係る市町村意見書
	事　業　主　体　名
	

	 事業のテーマ
	

	 市町村意見事項
	               　  意　　　見　　　等

	 ○自治体の地域計画
   等との整合性
 ○事業内容の妥当性
 ○その他
	

	 市町村担当所属名
 連絡先


（注）本様式は、飛騨美濃じまん育成支援事業において、事業主体に市町村が含まれず、団体等のみで助成金交付要望をする場合、事業実施エリアの市町村長から意見欄に記載をしていただき提出すること。
公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
　　　　　　　　　　　　　　理事長　様
　　　年　　月　　日
市（町村）長　　　　　　　　　　　　印
第２号様式―１０（第６条関係。空き店舗等活用事業用）
岐阜県地域活性化ファンド事業費助成金
「空き店舗等活用事業」の助成対象区域について
　下記の者が、公益財団法人岐阜県産業経済振興センター岐阜県地域活性化ファンド事業費助成金「空き店舗等活用事業」に申請予定の下記の空き店舗等については、助成支援が必要な商店街等の区域であると認めます。
記
１　申請者
　　　住所
　　　氏名（名称及び代表者氏名）
２　空き店舗等の住所
　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
　　理事長　様
　　　年　　月　　日
市（町村）長　　　　　　　　　　　　印
（担当部署：　　　　　　　　　　　　）
第２号様式―１１（第６条関係。ブランド構築事業用）
ブランド確立計画（　　年目）
２年目以降の申請の場合は、前年度までの実績を踏まえて、各記載項目について、適宜、見直しを行ってくだ

さい。
１　申請者
名称
代表者氏名及び役職者名
２　事業内容
（１）実施プロジェクト名（ブランド名）
何のブランド確立を目指すのかがわかるようなプロジェクト名を記入してください。
（２）事業実施に至った経緯、背景、現状分析
　　　　　申請者に係る人材・技術・商品の特徴等の強み・弱み等の分析や課題、申請者又は地域産業（業界）を取り巻く環境・チャンス及び問題点等を分析しつつ、事業実施に至った経緯や背景を簡潔に記入してください。
（３）これまでの取組内容
　　　　　ブランド確立に向けた過去の取組・実績を記入してください。
　　　　　ブランド確立計画が２年目以降の場合、これまでの取組・実績、成果、課題について明確に記入してく

ださい。
（４）基本戦略
　　　　　申請者及び地域産業（業界）の分析などを踏まえ、ブランド化を図る基本戦略を記入して下さい。
　　　　　特に、活用する資源（素材、技術等）とその選定理由、ターゲットの設定（どの地域・市場・顧客層に狙いを定めて市場開拓を図るか）、新商品開発（どのような商品を開発し、既存商品との違い、差別化の方法）について具体的に記入してください。
（５）事業の実施期間
　　　（開始予定）平成　　年　　月　　日　（終了予定）平成　　年　　月　　日
（６）事業計画（今年度以後の各年度の目標、実施内容、実施方法）
　　　　　現時点で想定している各年度の達成すべき目標、それを達成するための新商品開発、人材育成、販路開拓及び設備投資等に関する実施内容及び実施方法について具体的かつ簡潔に記入してください。
なお、今年度分は、第２号様式－３で詳しく記入してください。　
	
	目　　　標
	実施内容・実施方法

	今年度

	
	

	次年度

	
	


※事業の実施期間にあわせて、適宜、様式を削除、追加してください。　
（７）事業実施体制（プロジェクト参加者）
　　　　　本事業における体制（担当部署・人員等）、また、共同実施者・協力者、外部専門家の招聘、委員会の設置、事業委託・外注先等がある場合は、その名称、役割及び選定理由を簡潔に記入してください。
（８）最終目標、事業効果
　　　　　ブランド確立の最終目標として想定しているもの（例：新商品の売上高・営業利益の目標数値、特定の地域での販売網の確立等）を具体的に記入してください。
また、地域(産業)や参画事業者の活性化や人材育成等の波及効果があれば具体的に記入してください。
（９）ブランド確立計画に係る商品等の売上計画（単位：千円）
	区　　分
	直近期末
　年　月期
	１年後

	
	
	
	年（最終年）後

	①売上高
	
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	
	

	③売上総利益（①―②）
	
	
	
	
	
	

	④販売費及び一般管理費
	
	
	
	
	
	

	⑤営業利益（③―④）
	
	
	
	
	
	


· 事業の実施期間にあわせて、適宜、様式を削除、追加してください。
②から⑤については可能な範囲で記入してください。
３　各事業年度の収支予算額
　　　各年度の収入と支出の計画を簡潔に記入してください。なお、今年度分は第２号様式－４で詳しく記入願います。２年目以降の申請の場合、前年度分までは実績を記入してください。
事業期間が３年を超える場合は、様式を適宜追加してください。
（単位：千円）
	事業実施期間
	収　　　入
	支　　　出

	１年目
年　月　日
から
年　月　日
	
	

	
	計
	計

	２年目
年　月　日
から
年　月　日

	
	

	
	計
	計


第３号様式（第７条関係）
事前着手理由書
	経費の内容

	

	事前着手（予定）日

	

	事前着手が
必要な理由

	

	支払（予定）額

	

	支払（予定）日

	


　※経費の内容、積算、支払額、支払日等具体的な内容がわかる資料を添付すること
  　（注）
      　交付決定前に事業に着手することは原則認められません。事前着手は、事業の性
　　　格上又はやむを得ない理由があると理事長が特に認めた場合にのみ、例外的に認め
るものであり、事前着手理由書を提出した場合であっても、申請内容を審査した結
果、事前着手に必要な経費が認められない場合もあります。その場合は当該事業実
施に必要な経費は、自己資金で対応いただくことになりますので、十分に留意願い
ます。　
第４号様式（第10条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　年　月　日
　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理　事　長
　　 年度　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター岐阜県地域活性化ファンド
事業費助成金交付決定通知書
　　年　月　日付け第　　号で申請のあった　年度地域活性化ファンド事業費助成金については、公益財団法人岐阜県産業経済振興センター岐阜県地域活性化ファンド事業費助成金交付要領（以下「要領」という。）第１０条の規定により金　　　　　　円を下記のとおり交付する。
記
１　この助成金の対象となる事業は、　年　月　日付けで申請のあった　年度公益財団法人　岐阜県産業経済振興センター岐阜県地域活性化ファンド事業費助成金交付申請書のとおりとする。
２　助成事業に要する経費及び助成金の額は、次のとおりとする。ただし、助成事業の内容が変　更された場合における助成事業に要する経費及び助成金の額については、別に通知するところ　によるものとする。
　　　　助成事業に要する経費　　金　　　　　　千円
　　　　助成金の額　　金　　　　　　千円
３　助成金の額の確定は、助成対象事業に要した実支出額又は助成金の交付決定額（変更された　場合はその額）のいずれか低い方の額とする。
４　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター（以下「産経センター」という。）が交付する助成金交付の条件は、次のとおりとする。
(1)　助成事業の内容及び経費の配分を変更しようとする場合は、事前に産経センターの承認を受けること。ただし、次号に定める軽微な変更についてはこの限りではない。
(2)　前号に定める軽微な変更とは、次に掲げる変更をいう。
　ア　助成目的の達成に支障をきたさない事業計画の細部の変更
イ　助成対象経費の20パーセント以内の増減並びに科目相互間において、いずれか低い額の20パーセント以内の経費の配分の変更
(3)　助成事業を中止し、又は廃止する場合は産経センターの承認を受けること。
(4)　助成事業が予定期間に完了しない場合又は当該助成事業の遂行が困難になった場合においては、速やかに産経センターに報告して、その指示を受けること。
(5)　産経センターが必要と認めるときはその指示に従って助成事業の遂行状況を報告すること。
(6)　助成事業を行うために契約その他経費を支出する場合においては、適正かつ効率的に行うこと。
(7)　助成事業が完了したときは、速やかに事業実績報告書を産経センターに提出すること。
(8)　助成事業に係る経理について収支の事項を明確にした証拠書類を整備し、かつ、これらの書類を助成事業が完了した日の属する関係年度終了後５年間保存すること。
５　助成事業者は、助成金の交付決定の内容及びこれに付した条件等に従い、善良な管理者の注 意をもって助成事業を行い、助成金を他の用途に使用してはならない。
６　助成事業の完了により当該助成事業者に相当の収益が生ずると認められる場合においては、 その交付した助成金の全部又は一部に相当する金額を徴収することができるものとする。
７　助成事業者は、助成事業により取得し、又は効用の増加した財産を、助成金の交付の目的以外の用途に使用し、他の者に貸付け若しくは譲り渡し、他の物件と交換し、又は債務の担保の用に供しようとするときは産経センターの承認を受けなければならない。
　　この場合において当該取得財産が、産経センターの定める期間を経過している場合を除き、助成事業者が取得財産等の処分をすることにより収入があるときは、その収入の全部又は一部を納付させることができるものとする。
８　助成金の交付決定の内容又はこれに付された条件に不服がある場合は、当該交付決定の日から15日以内に申請の取下げをすることができる。
９　助成事業者は、要領に従わなければならない。
第５号様式（第12条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　　年　月　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
　　　　　　　　　　　理　事　長　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者所在他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　印
年度　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター岐阜県地域活性化ファンド事業
　　（変更・中止・廃止）承認申請書
　　　年　月　日付け岐産振第　　　号で助成金の交付決定のあった地域活性化ファンド事業の実施については、下記により
  助成事業に要する経費の配分を変更したいので
　助成事業の内容を変更したいので
　助成事業を中止したいので
　助成事業を廃止したいので
　承認されるよう申請します。
記
　１　変更後の助成金交付申請額　　金　　　　　　　千円
　２　変更（中止・廃止）しようとする事業名
　３　変更（中止・廃止）の理由（具体的に記入すること。）
　　
　　添付書類
　(1) 変更事業計画書
　(2) 変更収支予算書
　(3) 当該事業の変更について議決した役員会等の議事録（写し）を添付すること。
第６号様式（第12条関係）
変更事業計画書
	  区　　　　分
	  当初計画
	計画変更

	事業名
 (1)実施（予定）
　　期　　　　間
 (2)実施（予定）
　　場　　　　所
 (3)実施の具体的
    な内容等
　(4) そ　の　他
	
	


第７号様式（第12条関係）
変更収支予算書
収入の部（単位：円）
	区　　分
	金　　額
	調　達　先
	備　　考

	
	変　更　前
	変　更　後
	
	

	産経センター助成金
	
	ａ
	
	

	自己資金
	　　　　　　
	
	
	

	借 入 金
	
	
	
	

	そ の 他
	
	
	
	

	合　　　計
	
	ｂ
	
	


　
支出の部（単位：円）
	区　　分
	変 更 前
	変　　更　　後
	積　算　の　内　訳

	
	助成事業に
要する経費
	同　　　左
	助成対象
経　　費
	助　成　金
申　請　額
	

	
	　　　　
	
	
	
	

	合　　計
	
	Ｂ
	
	Ａ
	


注１　支出の部の区分は、第２号様式―３又は第２号様式―６に記載した事業内容（項目）ごとに記入願います。
２　助成事業に要する経費は消費税及び地方消費税込みの金額、助成対象経費は消費税及び地方消費税抜きの金額を記入してください。
３　積算の内訳が多岐になる場合は、必要に応じて別紙を作成して詳細に記入してください。
　４　収入ａと支出Ａ、収入ｂと支出Ｂは金額が一致すること。
第８号様式（第15条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　　年　月　日
　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
　理　事　長　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者所在他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　印
　　　年度　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター岐阜県地域活性化ファンド
事業遂行状況報告書
　　　年　月　日付け岐産振第　　　号で交付決定を受けた　年度地域活性化ファンド事業の遂行状況（　  年    月    日現在）について、公益財団法人岐阜県産業経済振興センター岐阜県地域活性化ファンド事業費助成金交付要領第１５条の規定により下記のとおり報告します。
記
（単位：千円）
	        事業名
	交付決定
年　月　日
	交付決定額
	支出額　
	  事 業 の 進 捗 状 況

	
	
	
	
	


第９号様式（第18条、第21条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　　年　月　日
　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
　理　事　長　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者所在他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　印
　年度　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター岐阜県地域活性化ファンド事業
実績報告書（全部・一部）

　　　年　月　日付け岐産振第　　　号で交付決定のあった地域活性化ファンド事業を完了（全部・一部）したので、公益財団法人岐阜県産業経済振興センター岐阜県地域活性化ファンド事業費助成金交付要領（第１８条・第２１条）の規定により関係書類を添えて報告します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
記
　１　助成金交付決定額　　金　　　　　　　　千円
　２　助成金交付の対象となった事業名
　　　添付書類（まちづくり計画策定支援事業については、第９号様式－２を使用する
　　　ものとする）
　　(1) 事業実績報告書
　　(2) 収支精算書
    (3) 支出明細報告書
　　(4) 助成対象となった科目の契約書（写し）及び支払領収書（写し）
第９号様式－２（第18条、第21条関係。まちづくり計画策定支援事業用）
実績書
1.　まちづくり活動のテーマ
	


2.  連携して活動した団体
	構成団体の名称及び代表者等
	地域住民
	（名称）
（代表者）

	
	関係団体
	（名称）
（代表者）

	
	市町村
	（市町村名）
（担当部署）

	中心団体
	　地域住民　・　関係団体　・　市町村

	連絡先
	　地域住民　・　関係団体　・　市町村

	
	氏名：　　　　　　　　　　　
電話：　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：　　　　　　　　　　　
e-mail：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


3.　策定したまちづくり計画の名称及び概要
	名称
	

	概要
	


4.　活動経過
（単位：円）
	実施時期
	活動の内容
	所要経費の内容

	
	
	


5.　収支実績
収入の部（単位：円）
	区　　分
	金　　額
	調　達　先
	備　　考

	
	申　請　額
	精　算　額
	
	

	産経センター助成金
	
	ａ
	
	

	自己資金
	　　　　　　
	
	
	

	借 入 金
	
	
	
	

	そ の 他
	
	
	
	

	合　　　計
	
	ｂ
	
	


　
支出の部（単位：円）
	区　　分
	申　請　額
	精　　　算　　額
	積　算　の　内　訳

	
	助成事業に
要する経費
	同　　　左
	助成対象
経　　費
	助　成　金
申　請　額
	

	
	　　　　
	
	
	
	

	合　　計
	
	Ｂ
	
	Ａ
	


注１　支出の部の区分は、第２号様式―６に記載した活動内容ごとに記入してください。
２　助成事業に要する経費は消費税及び地方消費税込みの金額、助成対象経費は消費税及び地方消費税抜きの金額を記入してください。
３　積算の内訳が多岐になる場合は、必要に応じて別紙を作成して詳細に記入してください。
　４　収入ａと支出Ａ、収入ｂと支出Ｂは金額が一致すること。
第10号様式（第18条、第21条関係）
事業実績報告書（　年目）
	具体的な事業名
	

	実施期間
	　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	実施事業の内容

	（事業計画に記載した事業の内容について、実際にどのような取組みを行ったかを簡潔に記載してください。また、事業計画と違う場合は、相違点とその理由を記載してください。）


	事業成果

	（事業化、売上高、経常利益の見通し、商談件数、地域経済への貢献度や波及効果等を、できる限り具体的に記入してください。）


	事業計画と
実績の具体的数値目標の比較
	数値の項目名
	（事業化の時期、売上高、経常利益、商談件数等）

	
	事業計画での記載
	

	
	実　　　　　績
	

	今後の取組

	（今回の事業結果を踏まえて、今後の事業展開について記載してください。）



（注）必要に応じて補足資料を添付してください。　　　

第11号様式（第18条、第21条関係）
収支精算書
収入の部（単位：円）
	区　　分
	金　　額
	調　達　先
	備　　考

	
	申　請　額
	精　算　額
	
	

	産経センター助成金
	
	ａ
	
	

	自己資金
	　　　　　　
	
	
	

	借 入 金
	
	
	
	

	そ の 他
	
	
	
	

	合　　　計
	
	ｂ
	
	


　
支出の部（単位：円）
	区　　分
	申　請　額
	精　　　算　　額
	積　算　の　内　訳

	
	助成事業に
要する経費
	同　　　左
	助成対象
経　　費
	助　成　金
申　請　額
	

	
	　　　　
	
	
	
	

	合　　計
	
	Ｂ
	
	Ａ
	


注１　支出の部の区分は、第２号様式―３に記載した事業内容（項目）ごとに記入してください。
２　助成事業に要する経費は消費税及び地方消費税込みの金額、助成対象経費は消費税及び地方消費税抜きの金額を記入してください。
３　収入ａと支出Ａ、収入ｂと支出Ｂは金額が一致すること。
第12号様式（第18条、第21条関係）
支出明細報告書
	経費区分
	 ○   ○   費
	 ○   ○   費
	 ○   ○   費
	 ○   ○   費
	合    計

	 内  容

	
	
	
	
	

	 積  算
	
	
	
	
	

	 金  額
   (円)
	
	
	
	
	

	 見  積
 年月日
	
	
	
	
	

	 契　約
 年月日
	
	
	
	
	

	 入　手
 年月日
	
	
	
	
	

	 支　払
 年月日
	
	
	
	
	


注１　「内容」欄は、経費区分ごとに詳細な経費を記入すること。
  ２  「積算」欄は、経費ごとに名称、積算明細（単価×数量＝金額、消費税込み）、仕様等を記入すること。

また、併せて購入先、支払先等を記入すること。
３  「金額」欄は、消費税額及び地方消費税額を含めた額を記入すること。また、経費区分ごとに消費税額及

び地方消費税額の合計を示すこと。
  ４  「入手年月日」欄は、補助対象物件が納品された日を記入すること。
  ５  助成事業に関する帳簿を別途作成している場合は、本書に代えて当該帳簿のコピーを提出して差し支えな

いこと。
第13号様式（第19条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　　年　月　日
　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長
　年度　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター岐阜県地域活性化ファンド
事業費助成金確定通知書
　　年　月　日付け　第　　号で交付決定した　年度地域活性化ファンド事業費助成金については、公益財団法人岐阜県産業経済振興センター岐阜県地域活性化ファンド事業費助成金交付要領第　１９条の規定により、下記のとおり助成金の額を確定しましたので通知します。
記
　１　助成金　　金　　　　　　千円
　２　事業名
第14号様式（第21条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　　年　月　日
　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
　理　事　長　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者所在他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　印
　年度　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター岐阜県地域活性化ファンド
事業費助成金交付請求書
　　　年　月　日付け岐産振第　　　号で交付決定を受けた　年度公益財団法人岐阜県産業経済振興センター岐阜県地域活性化ファンド事業費助成金の支払（概算・精算）を受けたいので、下記のとおり請求します。
記
　　交付決定額（又は助成金確定額）　　　　　　　千円
    既受領済額                                  千円
　　今回請求額　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金融機関名
　　普通・当座預金　　　　普　通　・　当　座
　　口座名義

eq \o\ad(,　　　)
　　口座番号
第15号様式（第29条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　　年　月　日
　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
　理　事　長　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者所在他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　印
　年度　公益財団法人岐阜県産業経済振興センター岐阜県地域活性化ファンド事業費
助成金に係る企業化状況等報告書（平成　　年度助成事業）
　　　年　月　日付け岐産振第　　　号で交付決定のあった標記助成事業に関し、　　　　年度の企業化等の状況について、下記のとおり報告します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
記
　１　事業名
　　　（具体的事業名）
  ２  助成事業終了後の事業計画の実施状況
        別紙のとおり
第15号様式　別紙１
          助成事業実施期間   平成　　年　　月 ～ 平成　　年　　月
          企業化状況報告   　平成　　年度分（平成　　年　　月 ～ 平成　　年　　月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　※助成事業者の決算期に合わせて下さい。
１  助成事業終了後の事業計画の実施状況
	計　画

	※助成事業終了後１年目の報告に当たっては、第１０号様式（事業実績報告書）の今後の取組を、２年目以降の報告に当たっては、前年度の本様式の次事業年度以降の計画を記入してください。

	実　績

	

	次事業年度以

降の計画
	


２  企業化状況
（起業支援事業（独自性の高い新技術・サービス等の創業）、新商品開発事業、販売力強

化事業。ブランド構築事業又は経営革新事業については新商品・新技術・新役務開発に係
る事業者のみ記入）
	事　業　者　全　体
	助成事業に関するもの

	本年度売上高
	　　　　　　　千円
	本年度売上高
	千円

	本年度経常利益
	千円


（注）額の算出の根拠となる資料を添付すること。

３　産業財産権（※特許権、実用新案権、意匠権、商標権（地域団体商標権を含む））の出願又は登録等実施の有無
（起業支援事業・空き店舗等活用事業・まちづくり計画策定事業以外の全ての助成事業者が記入してください。）　　
　　　　　　　　有り　　無し　　（どちらかに○をつけて下さい。）　
（有り）の場合記入
	産業所有権の名称

	

	出願又は登録番号

	

	提出又は登録年月日

	

	産業財産権の内容
	

	産業財産権の自社実施
	売上　　　　　円（本年度分）

	産業財産権の他への実施権設定及び譲渡
	　相手先
　条件　
　実施権設定　　　　件　　売上　　　　　　円（本年度分）
　譲渡　　　　　　  件　　売上    　　　  円（本年度分）



※　産業財産権が２件以上ある場合は、表を追加してください。
４　経営計画及び事業計画（経営革新事業のみ）
　　　別紙（第１５号様式　別紙２）　
第15号様式　別紙２
経営計画及び事業計画
（単位：千円）
	区　　分
	助成事業終了年度
(  年  月期)
	１年後
(  年  月期)
	２年後
(  年  月期)
	３年後
(  年  月期)
	４年後
(  年  月期)
	５年後
(  年  月期)

	1� 上高
	
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	
	

	③売上総利益
（1� ②）
	
	
	
	
	
	

	④販売費及び
一般管理費
	
	
	
	
	
	

	⑤営業利益
	
	
	
	
	
	

	⑥営業外費用
	
	
	
	
	
	

	⑦経常利益
（⑤-⑥）
	
	
	
	
	
	

	⑧人件費
	
	
	
	
	
	

	⑨設備投資
	
	
	
	
	
	

	⑩運転資金
	
	
	
	
	
	

	
	普通償却費
	
	
	
	
	
	

	
	特別償却費
	
	
	
	
	
	

	⑪減価償却費
	
	
	
	
	
	

	⑫付加価値額
（⑤＋⑧＋⑪）
	
	
	
	
	
	

	⑬従業員数
	
	
	
	
	
	

	⑭一人当たりの付加価値額
（⑫÷⑬）
	
	
	
	
	
	

	⑮資金調達額(⑨＋⑩）
	政府系金融
機関借入
	－
	
	
	
	
	

	
	民間金融
機関借入
	－
	
	
	
	
	

	
	自己資金
	－
	
	
	
	
	

	
	その他
	－
	
	
	
	
	

	合　　計
	－
	
	
	
	
	


この書面によって、公益財団法人岐阜県産業経済振興センターが交付する助成金から暴力団等を排除し、助成事業の適切な執行を確保するため、申請事業者等が暴力団等に関係する者でないかを関係機関へ照会する場合があります。
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